
90 

第一章 総則 
（目的） 
第一条  この法律は、高齢者、身体障害者
等の自立した日常生活及び社会生活を確保

することの重要性が増大していることにか

んがみ、公共交通機関の旅客施設及び車両

等の構造及び設備を改善するための措置、

旅客施設を中心とした一定の地区における

道路、駅前広場、通路その他の施設の整備

を推進するための措置その他の措置を講ず

ることにより、高齢者、身体障害者等の公

共交通機関を利用した移動の利便性及び安

全性の向上の促進を図り、もって公共の福

祉の増進に資することを目的とする。 
（定義） 
第二条 （略） 
（基本方針） 
第三条 （略） 
 
第二章 移動円滑化のために公共交通事業

者等が講ずべき措置 
（基準適合義務等） 
第四条 （略） 
（基準適合性審査等） 
第五条 （略） 
 
第三章 重点整備地区における移動円滑化

に係る事業の重点的かつ一体的な推進 
（移動円滑化基本構想） 
第六条  市町村は、基本方針に基づき、単
独で又は共同して、当該市町村の区域内の

重点整備地区について、移動円滑化に係る

事業の重点的かつ一体的な推進に関する基

本的な構想（以下「基本構想」という。）を

作成することができる。 
２ 基本構想には、次に掲げる事項につい

て定めるものとする。 
一 重点整備地区における移動円滑化に関

する基本的な方針 
二 重点整備地区の位置及び区域 
三 特定旅客施設、特定車両、特定経路を

構成する一般交通用施設及び当該特定旅客

施設又は一般交通用施設と一体として利用

される公共用施設について移動円滑化のた

めに実施すべき特定事業その他の事業に関

する事項 
四 前号に規定する事業と併せて実施する

土地区画整理事業、市街地再開発事業その

他の市街地開発事業に関し移動円滑化のた

めに考慮すべき事項その他必要な事項 
３ 基本構想は、都市計画及び都市計画法

第十八条の二の市町村の都市計画に関する

基本的な方針との調和が保たれ、かつ、地

方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）

第二条第四項の基本構想に即したものでな

ければならない。 
４ 市町村は、基本構想を作成しようとす

るときは、これに定めようとする特定事業

に関する事項について、関係する公共交通

事業者等、道路管理者及び都道府県公安委

員会（以下「公安委員会」という。）と協議

しなければならない。 
５ 市町村は、基本構想を作成するに当た

り、あらかじめ、関係する公共交通事業者

等、道路管理者及び公安委員会に対し、特

定事業に関する事項について基本構想の案

を作成し、当該市町村に提出するよう求め

ることができる。 
６ 前項の案の提出を受けた市町村は、基

本構想を作成するに当たっては、当該案の

内容が十分に反映されるよう努めるものと

する。 
７ 前二項に規定するもののほか、関係す

る公共交通事業者等、道路管理者その他の

一般交通用施設及び公共用施設の管理者並

びに公安委員会は、市町村による基本構想

の作成に協力するよう努めなければならな

い。 
８ 市町村は、基本構想を作成したときは、

遅滞なく、これを公表するとともに、主務

大臣、都道府県並びに関係する公共交通事

業者等、道路管理者その他の一般交通用施

設及び公共用施設の管理者並びに公安委員

会に、基本構想の写しを送付しなければな

らない。 
９ 主務大臣及び都道府県は、前項の規定

により基本構想の写しの送付を受けたとき

は、市町村に対し、必要な助言をすること

ができる。 
10 第四項から前項までの規定は、基本構
想の変更について準用する。 
（公共交通特定事業の実施） 
第七条  前条第一項の規定により基本構
想が作成されたときは、関係する公共交通

事業者等は、単独で又は共同して、当該基

本構想に即して公共交通特定事業を実施す

３．交通バリアフリー法（法文抜粋） 

正式名：高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律 



91 

るための計画（以下「公共交通特定事業計

画」という。）を作成し、これに基づき、当

該公共交通特定事業を実施するものとする。 
２ 公共交通特定事業計画には、次に掲げ

る事項について定めるものとする。 
一 公共交通特定事業の対象となる特定旅

客施設又は特定車両 
二 公共交通特定事業の内容 
三 公共交通特定事業の実施予定期間並び

にその実施に必要な資金の額及びその調達

方法 
３ 公共交通事業者等は、公共交通特定事

業計画を定めようとするときは、あらかじ

め、関係する市町村及び道路管理者の意見

を聴かなければならない。 
４ 公共交通事業者等は、公共交通特定事

業計画を定めたときは、遅滞なく、これを

関係する市町村及び道路管理者に送付しな

ければならない。 
５ 前二項の規定は、公共交通特定事業計

画の変更について準用する。 
（公共交通特定事業計画の認定） 
第八条  公共交通事業者等は、主務省令で
定めるところにより、主務大臣に対し、公

共交通特定事業計画が重点整備地区におけ

る移動円滑化を適切かつ確実に推進するた

めに適当なものである旨の認定を申請する

ことができる。 
２ 主務大臣は、前項の規定による認定の

申請があった場合において、前条第二項第

二号に掲げる事項が基本方針及び移動円滑

化基準に照らして適切なものであり、かつ、

同項第二号及び第三号に掲げる事項が当該

公共交通特定事業を確実に遂行するために

技術上及び資金上適切なものであると認め

るときは、その認定をするものとする。 
３ 前項の認定を受けた者は、当該認定に

係る公共交通特定事業計画を変更しようと

するときは、主務大臣の認定を受けなけれ

ばならない。 
４ 第二項の規定は、前項の認定について

準用する。 
５ 主務大臣は、第二項の認定を受けた者

が当該認定に係る公共交通特定事業計画

（第三項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの）に従って公共

交通特定事業を実施していないと認めると

きは、その認定を取り消すことができる。 

（公共交通特定事業の実施に係る命令等） 
第九条  市町村は、第七条第一項の規定に
よる公共交通特定事業が実施されていない

と認めるときは、公共交通事業者等に対し、

その実施を要請することができる。 
２ 市町村は、前項の規定による要請を受

けた公共交通事業者等が当該要請に応じな

いときは、その旨を主務大臣に通知するこ

とができる。 
３ 主務大臣は、前項の規定による通知が

あった場合において、公共交通事業者等が

正当な理由がなくて第一項の公共交通特定

事業を実施していないと認めるときは、当

該公共交通事業者等に対し、当該公共交通

特定事業を実施すべきことを勧告すること

ができる。 
４ 主務大臣は、前項の規定による勧告を

受けた公共交通事業者等が正当な理由がな

くてその勧告に係る措置を講じない場合に

おいて、当該公共交通事業者等の事業につ

いて高齢者、身体障害者等の利便その他公

共の利益を阻害している事実があると認め

るときは、第五条第三項の規定により命令

をすることができる場合を除くほか、当該

公共交通事業者等に対し、移動円滑化のた

めに必要な措置を講ずべき旨の命令をする

ことができる。ただし、鉄道事業法その他

の法律の規定で政令で定めるものによる事

業改善の命令がある場合にあっては、当該

命令によるものとする。 
（道路特定事業の実施） 
第十条  第六条第一項の規定により基本
構想が作成されたときは、関係する道路管

理者は、単独で又は共同して、当該基本構

想に即して道路特定事業を実施するための

計画（以下「道路特定事業計画」という。）

を作成し、これに基づき、当該道路特定事

業を実施するものとする。 
２ 前項の規定による道路特定事業は、当

該道路が、重点整備地区における移動円滑

化のために必要な道路の構造に関する主務

省令で定める基準に適合するよう実施され

なければならない。 
３ 道路特定事業計画においては、基本構

想において定められた道路特定事業につい

て定めるほか、当該重点整備地区内の道路

において実施するその他の道路特定事業に

ついて定めることができる。 
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４ 道路特定事業計画においては、実施し

ようとする道路特定事業について次に掲げ

る事項を定めるものとする。 
一 道路特定事業を実施する道路の区間 
二 前号の道路の区間ごとに実施すべき道

路特定事業の内容及び実施予定期間 
三 その他道路特定事業の実施に際し配慮

すべき重要事項 
５ 道路管理者は、道路特定事業計画を定

めようとするときは、あらかじめ、関係す

る市町村、公共交通事業者等及び公安委員

会の意見を聴かなければならない。 
６ 道路管理者は、道路特定事業計画にお

いて、道路法第二十条第一項に規定する他

の工作物について実施し、又は同法第二十

三条第一項の規定に基づき実施する道路特

定事業について定めるときは、あらかじめ、

当該道路特定事業を実施する工作物又は施

設の管理者と協議しなければならない。こ

の場合において、当該道路特定事業の費用

の負担を当該工作物又は施設の管理者に求

めるときは、当該道路特定事業計画に当該

道路特定事業の実施に要する費用の概算及

び道路管理者と当該工作物又は施設の管理

者との分担割合を定めるものとする。 
７ 道路管理者は、道路特定事業計画を定

めたときは、遅滞なく、これを公表すると

ともに、関係する市町村、公共交通事業者

等及び公安委員会並びに前項に規定する工

作物又は施設の管理者に送付しなければな

らない。 
８ 前三項の規定は、道路特定事業計画の

変更について準用する。 
（交通安全特定事業の実施） 
第十一条  第六条第一項の規定により基
本構想が作成されたときは、関係する公安

委員会は、単独で又は共同して、当該基本

構想に即して交通安全特定事業を実施する

ための計画（以下「交通安全特定事業計画」

という。）を作成し、これに基づき、当該交

通安全特定事業を実施するものとする。 
２ 前項の規定による交通安全特定事業

（第二条第十二項第一号に掲げる事業に限

る。）は、当該信号機等が、重点整備地区に

おける移動円滑化のために必要な信号機等

に関する主務省令で定める基準に適合する

よう実施されなければならない。 
３ 交通安全特定事業計画においては、実

施しようとする交通安全特定事業について

次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 交通安全特定事業を実施する道路の区

間 
二 前号の道路の区間ごとに実施すべき交

通安全特定事業の内容及び実施予定期間 
三 その他交通安全特定事業の実施に際し

配慮すべき重要事項 
４ 公安委員会は、交通安全特定事業計画

を定めようとするときは、あらかじめ、関

係する市町村及び道路管理者の意見を聴か

なければならない。 
５ 公安委員会は、交通安全特定事業計画

を定めたときは、遅滞なく、これを公表す

るとともに、関係する市町村及び道路管理

者に送付しなければならない。 
６ 前二項の規定は、交通安全特定事業計

画の変更について準用する。 
（一般交通用施設又は公共用施設の整備

等） 
第十二条  国及び地方公共団体は、基本構
想において定められた一般交通用施設又は

公共用施設の整備、土地区画整理事業、市

街地再開発事業その他の市街地開発事業の

施行その他の必要な措置を講ずるよう努め

なければならない。 
２ 基本構想において定められた一般交通

用施設又は公共用施設の管理者（国又は地

方公共団体を除く。）は、当該基本構想の達

成に資するため、その管理する施設につい

て移動円滑化のための事業の実施に努めな

ければならない。 
（土地区画整理事業の換地計画において定

める保留地の特例） 
第十三条 （略） 
（地方債の特例等） 
第十四条 （略） 
 
第四章 指定法人 
（指定） 
第十五条 （略） 
（事業） 
第十六条 （略） 
（公共交通事業者等の指定法人に対する通

知） 
第十七条 （略） 
（改善命令） 
第十八条 （略） 
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（指定の取消し等） 
第十九条 （略） 
 
第五章 雑則 
（国、地方公共団体及び国民の責務） 
第二十条  国は、移動円滑化を促進するた
めに必要な資金の確保その他の措置を講ず

るよう努めなければならない。 
２ 国は、移動円滑化に関する研究開発の

推進及びその成果の普及に努めなければな

らない。 
３ 国は、広報活動等を通じて、移動円滑

化の促進に関する国民の理解を深めるよう

努めなければならない。 
４ 地方公共団体は、国の施策に準じて、

移動円滑化を促進するために必要な措置を

講ずるよう努めなければならない。 
５ 国民は、高齢者、身体障害者等の公共

交通機関を利用した円滑な移動を確保する

ために協力するよう努めなければならない。 
（運輸施設整備事業団の業務の特例） 
第二十一条 （略） 
（報告及び立入検査） 
第二十二条 （略） 
（主務大臣等） 
第二十三条 （略） 
（経過措置） 
第二十四条  この法律に基づき命令を制
定し、又は改廃する場合においては、その

命令で、その制定又は改廃に伴い合理的に

必要と判断される範囲内において、所要の

経過措置（罰則に対する経過措置を含む。）

を定めることができる。 
 
第六章 罰則 
第二十五条  次の各号のいずれかに該当
する者は、百万円以下の罰金に処する。 
一 第五条第二項の規定に違反して届出を

せず、又は虚偽の届出をした者 
二 第五条第三項又は第九条第四項の規定

による命令に違反した者 
三 第二十二条第一項の規定による報告を

せず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項

の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは

忌避し、若しくは質問に対して陳述をせず、

若しくは虚偽の陳述をした者 
第二十六条  第二十二条第二項の規定に
よる報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、

又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、

若しくは忌避し、若しくは質問に対して陳

述をせず、若しくは虚偽の陳述をしたとき

は、その違反行為をした指定法人の役員又

は職員は、三十万円以下の罰金に処する。  
第二十七条  法人の代表者又は法人若し
くは人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人又は人の業務に関し、 
第二十五条の違反行為をしたときは、行為

者を罰するほか、その法人又は人に対して

同条の刑を科する。 第二十八条  第十七
条の規定による通知をせず、又は虚偽の通

知をした者は、二十万円以下の過料に処す

る。 
 
附 則 
（施行期日） 
 第一条  この法律は、公布の日から起算
して六月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。ただし、第四条第

一項から第三項まで、第五条第一項及び第

三項、第二十五条第二号（第五条第三項に

係る部分に限る。）並びに第二十七条の規定

中車両等（自動車を除く。）に係る部分は、

公布の日から起算して二年を超えない範囲

内において政令で定める日から施行する。   
（経過措置） 
第二条  この法律の施行の際現に建設又
は第四条第一項の主務省令で定める大規模

な改良の工事中の旅客施設については、同

項の規定は、適用しない。 
（検討） 
第三条  政府は、この法律の施行後五年を
経過した場合において、この法律の施行の

状況について検討を加え、その結果に基づ

いて必要な措置を講ずるものとする。 
（運輸施設整備事業団法の一部を改正する

法律の一部改正） 
第四条 （略） 
（中央省庁等改革関係法施行法の一部改

正） 
第五条 （略） 
（運輸省設置法の一部改正） 
第六条 （略） 
（建設省設置法の一部改正） 
第七条 （略） 
（自治省設置法の一部改正） 
第八条 （略）
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